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令和６年 第１回臨時会　議決一覧表
事件の番号 件　　　　　名 内　　　　　容 議決月日

結　　果

議　案
第１号

下妻市職員の給与に関する条例等の一
部改正について

令和５年人事院勧告に基づく国家公務員の給与の取扱い
に準拠し、職員及び任期付職員の給料月額及び期末・勤
勉手当の支給割合並びに市長、副市長及び教育長の期末
手当の支給割合を改定するほか、職員に対する在宅勤務
等手当の規定を整備するため、関係条例の一部を改正す
るもの

1.17

原案可決

議　案
第２号

下妻市会計年度任用職員の給与及び費
用弁償に関する条例等の一部改正につ
いて

地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用企業職員を
含む会計年度任用職員に対し勤勉手当を支給することが
可能となったことを踏まえ、会計年度任用職員に対する
勤勉手当の規定を整備するほか、令和５年人事院勧告に
基づき、会計年度任用職員の給料月額を改定するととも
に、フルタイム会計年度任用職員及び企業職員に対する
在宅勤務等手当の規定を整備するため、関係条例の一部
を改正するもの

1.17

原案可決

議　案
第３号 下妻市手数料条例の一部改正について

戸籍法の一部改正に伴う地方公共団体の手数料の標準に
関する政令の一部改正により、市区町村の窓口において
行う戸籍関係事務に、本籍地以外での戸籍謄本等の交付
事務、戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号の発行事
務、届書等情報の内容の証明書の交付及び閲覧に係る事
務が新たに追加されることから、これらの事務に係る手
数料を規定するため、条例の一部を改正するもの

1.17

原案可決

議　案
第４号

令和５年度下妻市一般会計補正予算（第
７号）について

プレミアム付商品券発行事業費の計上等により２億4,601
万7,000円を増額するもの

1.17
原案可決

議　案
第５号

令和５年度下妻市後期高齢者医療特別
会計補正予算（第１号）について

国家公務員の給与改定に準じた給与条例の改正により
94万円を増額するもの

1.17
原案可決

議　案
第６号

令和５年度下妻市水道事業会計補正予
算（第２号）について

４月の定期人事異動及び国家公務員の給与改定に準じた
給与条例の改正により、収益的収入において24万円増
額し、収益的支出において57万1,000円増額するもの

1.17

原案可決

議　案
第７号

令和５年度下妻市下水道事業会計補正
予算（第１号）について

４月の定期人事異動及び国家公務員の給与改定に準じた
給与条例の改正により、収益的支出において123万6,000円
増額し、資本的支出において、48万7,000円増額するもの

1.17

原案可決

令和６年 第１回臨時会・令和 6 年 第 1 回定例会

こんなことが決まりました

令和６年 第１回定例会　議決一覧表
事件の番号 件　　　　　名 内　　　　　容 議決月日

結　　果
報　告
第１号

専決処分の報告について「損害賠償に
ついて」

施設管理に係る事故による損害賠償金の支払について専
決処分したもの

3.1
報告のみ

報　告
第２号

専決処分の報告について「損害賠償に
ついて」

市有車の接触事故による損害賠償金の支払について専決
処分したもの

3.1
報告のみ

議　案
第８号

下妻市公共施設等マネジメント基金条
例の制定について

下妻市公共施設等マネジメント基本方針に基づく公共施
設等の保全、更新その他の計画的な整備に要する経費の
財源に充てる基金を設置するため、条例を制定するもの

3.18

原案可決

議　案
第９号

下妻市医療福祉費支給に関する条例の
一部改正について

茨城県医療福祉対策要綱及び茨城県医療福祉対策実施要
領において、重度心身障害者等医療福祉費支給制度（マ
ル福）の対象者に新たに障害者手帳の重複所持者を追加
する等の改正が行われることを踏まえ、当該要綱等と同
様の改正により制度の拡充を図るため、条例の一部を改
正するもの

3.18

原案可決

議　案
第10号

下妻市特定教育・保育施設及び特定地
域型保育事業の運営に関する基準を定
める条例の一部改正について

国の「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並び
に特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準」
の改正を踏まえ、条文の整備を行う必要があることから、
条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決
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議　案
第11号

下妻市立保育所設置条例の一部改正に
ついて

保育所の民営化に伴い、下妻保育園を令和６年３月31
日をもって廃止するため、条例の一部を改正するもの

3.18
原案可決

議　案
第12号

下妻市介護保険条例の一部改正につい
て

介護保険法に基づき、令和６年度から令和８年度までの
第９期介護保険事業計画期間における保険料額を定める
ため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第13号

下妻市指定地域密着型サービスの事業
の人員、設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部改正について

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令により、指定地域密着型
サービスの基準が改正されたことに伴い、所要の規定を
整備するため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第14号

下妻市指定地域密着型介護予防サービ
スの事業の人員、設備及び運営並びに
指定地域密着型介護予防サービスに係
る介護予防のための効果的な支援の方
法に関する基準を定める条例の一部改
正について

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令により、指定地域密着型
介護予防サービスの基準が改正されたことに伴い、所要
の規定を整備するため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第15号

下妻市指定介護予防支援等の事業の人
員及び運営並びに指定介護予防支援等
に係る介護予防のための効果的な支援
の方法に関する基準を定める条例の一
部改正について

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令により、指定介護予防支
援等の基準が改正されたことに伴い、所要の規定を整備
するため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第16号

下妻市指定居宅介護支援等の事業の人
員及び運営に関する基準等を定める条
例の一部改正について

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令により、指定居宅介護支
援等の基準が改正されたことに伴い、所要の規定を整備
するため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第17号

下妻市都市公園管理条例の一部改正に
ついて

現在、地方自治法第244条の２の規定に基づく指定管理
者制度により茨城県の指定を受け市が管理している砂沼
広域公園のエリアのうち、有料公園施設（テニスコート
及び多目的広場）の管理方法が、令和６年度から都市公
園法第５条の規定に基づく管理許可制度による管理とな
り、それ以外の管理が県直営となることに伴い、同法第
18条の規定に基づき、当該施設の管理に関し必要な事
項を定めるため、条例の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第18号

下妻市水道事業及び下水道事業の剰余
金の処分等に関する条例の制定につい
て

地方公営企業法第32条第２項及び第３項の規定に基づ
き、下妻市水道事業及び下水道事業において生じた剰余
金の処分等に関し必要な事項を定めるため、条例を制定
するもの

3.18

原案可決

議　案
第19号

下妻市水道事業給水条例の一部改正に
ついて

生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備
に関する法律による水道法の一部改正により、厚生労働
省が所管している水道整備・管理行政が国土交通省へ移
管されることに伴い、引用条文の整理を行うため、条例
の一部を改正するもの

3.18

原案可決

議　案
第20号 財産の無償譲渡について

下妻保育園の民営化に当たり、社会福祉法人下妻福祉会
が建設する新園舎が完成するまでの間、現園舎にて当該
法人が保育を実施することから、園児に対する現在の保
育環境を維持するため、当該施設を当該法人に無償で譲
渡することについて、地方自治法第96条第１項第６号
の規定により、議会の議決を求めるもの

3.18

原案可決

議　案
第21号 財産の取得について

小学校教科書の改訂に伴い、下妻市立小学校全校に指導
書を整備するため、下妻市議会の議決に付すべき契約及
び財産の取得または処分に関する条例第３条の規定によ
り、議会の議決を求めるもの

3.18

原案可決

議　案
第22号 訴えの提起について

市が平成13年８月31日から現在に至るまで道路として
の用に供している土地に関し、時効取得を原因とする所
有権移転登記手続を求める訴えを提起することについて、
地方自治法第96条第１項第12号の規定により、議会の
議決を求めるもの

3.18

原案可決

議　案
第23号 市道路線の認定について ふるさと農道整備事業による整備等に伴う小島・古沢・

加養地内ほか計３件を認定するもの
3.18
原案可決

令和 6 年 第１回定例会
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人 事 議 案
議　案
第38号 下妻市監査委員の選任について

市議会議員の任期満了に伴い、議員選出の監査委員が欠
員となっていることから、新たに廣瀬榮議員を選任する
ことについて、議会の同意を求めるもの

3.18

同意

議　案
第39号

下妻市固定資産評価審査委員会委員の
選任について

現下妻市固定資産評価審査委員会委員である池田久男氏
の任期が満了となることから、引き続き同氏を委員に選
任することについて、議会の同意を求めるもの

3.18

同意

議　案
第40号

下妻市固定資産評価審査委員会委員の
選任について

現下妻市固定資産評価審査委員会委員である栗山学氏の
任期が満了となることから、引き続き同氏を委員に選任
することについて、議会の同意を求めるもの

3.18

同意

議　案
第24号 市道路線の廃止について 民有地部分の市道認定の解除に伴う大園木地内１件を廃

止するもの
3.18
原案可決

議　案
第25号

令和５年度下妻市一般会計補正予算（第
８号）について

道路改良及び舗装等工事費の増額等により15億5,329万
4,000円を増額するもの

3.18
原案可決

議　案
第26号

令和５年度下妻市国民健康保険特別会
計補正予算（第２号）について 予備費の増額等により867万6,000円を増額するもの 3.18

原案可決
議　案
第27号

令和５年度下妻市後期高齢者医療特別
会計補正予算（第２号）について

後期高齢者医療広域連合納付金の増額等により1,816万
6,000円を増額するもの

3.18
原案可決

議　案
第28号

令和５年度下妻市介護保険特別会計補
正予算（第３号）について

従前相当介護予防訪問・通所サービス事業費の増額によ
り16万円を増額するもの

3.18
原案可決

議　案
第29号

令和５年度下妻市水道事業会計補正予
算（第３号）について

収益的収入において、一般会計補助金を1,036万8,000
円増額し、10億7,251万9,000円とするもの

3.18
原案可決

議　案
第30号

令和６年度下妻市一般会計予算につい
て 令和６年度の予算186億8,000万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第31号

令和６年度下妻市国民健康保険特別会
計予算について 令和６年度の予算47億3,600万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第32号

令和６年度下妻市後期高齢者医療特別
会計予算について 令和６年度の予算６億5,900万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第33号

令和６年度下妻市介護保険特別会計予
算について 令和６年度の予算40億4,900万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第34号

令和６年度下妻市介護サービス事業特
別会計予算について 令和６年度の予算1,100万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第35号

令和６年度下妻市水道事業会計予算に
ついて 令和６年度の予算15億5,739万9,000円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第36号

令和６年度下妻市下水道事業会計予算
について 令和６年度の予算14億8,976万円を定めるもの 3.18

原案可決
議　案
第37号

令和６年度下妻市一般会計補正予算（第
１号）について

プレミアム付商品券発行事業費等の計上により３億4,437
万4,000円を増額するもの

3.18
原案可決

令和 6 年 第１回定例会

議　員　提　出　議　案　等

意見書
第１号

脳脊髄液減少（漏出）症医療改善に関
する意見書

早急に難治性患者を救済するため、茨城県内に専門医の
いる拠点となる病院を確保することや難治性の長期疾患
患者を指定難病へ追加することなどを求める意見書を国
や県に提出するもの

3.18

原案可決

請 願

請願受理番号
第１号

脳脊髄液減少（漏出）症医療改善に関
する請願

早急に難治性患者を救済するため、茨城県内に専門医の
いる拠点となる病院を確保することや難治性の長期疾患
患者を指定難病へ追加することなどを求める意見書を国
や県に提出することを求めるもの

3.18

採択
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令和 6 年 第１回定例会・令和６年度 各会計予算

令和６年 第１回定例会　賛否が分かれた案件

事件の
番号

野
村
　
貴
博

安
田
　
　
歩

太
田
　
富
雄

浅
野
　
通
生

木
村
　
穂
摘

鈴
木
　
　
牧

端
　
　
茂
樹

宇
梶
　
浩
太

岡
田
　
正
美

塚
越
　
　
節

程
塚
　
裕
行

斯
波
　
元
気

小
竹
　
　
薫

廣
瀬
　
　
榮

原
部
　
　
司

須
藤
　
豊
次

平
井
　
　
誠

篠
島
　
昌
之

結
　
果

議　案
第12号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第30号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第31号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第32号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第33号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第35号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

議　案
第36号 ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － × ○ 可

決

※〇：賛成　×：反対　欠：欠席　除：除斥　棄：棄権
※除斥とは、自己の一身上に関する事件について議事に参与できないこと
※議長（須藤　豊次）は採決に加わりません

会　　計　　別 本　　年　　度 前　　年　　 度 増 減 率

一 般 会 計 186億8,000万円 180億6,000万円 3.4%

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 47億3,600万円 49億1,100万円 △3.6%

後期高齢者医療特別会計 6億5,900万円 5億5,400万円 19.0%

介 護 保 険 特 別 会 計 40億4,900万円 39億3,600万円 2.9%

介護サービス事業特別会計 1,100万円 900万円 22.2%

水 道 事 業 会 計 15億5,740万円 14億7,602万円 5.5%

下 水 道 事 業 会 計 14億8,976万円 14億9,863万円 △0.6%

合 計 311億8,216万円 304億4,465万円 2.4%

■令和６年度　各会計予算
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令和６年度 一般会計予算の内訳・賛否討論

■令和６年度　一般会計予算の内訳

民生費
67億2,298万円

36.0％

総務費
31億6,620万円

16.9％ 

公債費
17億6,031万円

9.4%

教育費
19億9,456万円

10.7%

土木費
16億8,874万円

9.0％

衛生費
13億2,424万円

7.1% 市税
59億1,852万円

31.7%

地方交付税
28億円
15.0%

繰入金
16億4,193万円

8.8%

国・県支出金
40億2,884万円

21.5%

その他
32億2,071万円

17.3％

その他
20億2,297万円

10.9％ 地方消費税交付金
10億7,000万円

5.7％

歳 出 歳 入

　
今
回
の
予
算
は
、
前
年
度
比
３・
４
％
増
で
過
去
２
番
目
の
大
き

い
規
模
の
予
算
額
と
な
っ
て
い
る
。

　
歳
入
面
で
は
、
今
年
度
の
納
税
実
績
や
製
造
業
等
の
企
業
収
益
か

ら
法
人
市
民
税
の
増
収
を
見
込
み
、
市
税
全
体
で
は
こ
れ
ま
で
で
最
高
額
の
59
億
円
余

り
を
計
上
し
て
い
る
。
ま
た
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
寄
附
金
収
入
に
つ
い
て
は
、
前

年
度
か
ら
４
億
円
増
の
大
幅
増
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
も
持
続
可
能
な
行
政
運
営
を
行

っ
て
い
く
た
め
、
適
切
な
歳
入
の
確
保
に
努
め
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
歳
出
面
で
は
、
保
育
料
軽
減
事
業
や
早
期
英
語
教
育
事
業
な
ど
の
子
供
た
ち
の
健
や

か
な
成
長
を
後
押
し
す
る
施
策
や
本
市
の
魅
力
を
よ
り
効
果
的
に
Ｐ
Ｒ
す
る
た
め
の
シ

テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
の
展
開
、
備
蓄
倉
庫
の
増
設
や
避
難
所
物
資
の
強
化
な
ど
、

第
６
次
下
妻
市
総
合
計
画
基
本
構
想
に
掲
げ
る
目
標
ご
と
に
特
色
あ
る
施
策
が
見
て
と

れ
る
。

　
本
年
は
市
制
施
行
70
周
年
を
迎
え
る
節
目
の
年
と
な
り
、
先
人
の
努
力
に
感
謝
し
つ

つ
、
こ
れ
ま
で
の
歩
み
を
振
り
返
り
、
市
民
福
祉
の
増
進
と
市
政
の
さ
ら
な
る
発
展
を

期
待
し
賛
成
討
論
と
す
る
。

賛 

成
　
物
価
高
騰
と
長
引
く
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
な
ど

で
市
民
の
多
く
は
生
活
が
困
窮
し
て
お
り
、
こ
ん
な
と
き
こ
そ
市
民

の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
こ
と
が
地
方
自
治
の
原
点
で
あ
る
。
子
育
て

支
援
の
た
め
、
出
産
祝
金
の
拡
充
や
学
校
給
食
費
の
無
料
化
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
児
童

学
資
金
制
度
の
復
活
を
求
め
る
。
ま
た
、
難
病
患
者
福
祉
手
当
を
年
額
４
万
８
千
円
に

戻
し
、
高
齢
者
へ
の
祝
金
制
度
の
拡
充
や
高
齢
者
用
の
補
聴
器
購
入
費
に
対
す
る
助
成

制
度
を
求
め
る
。
さ
ら
に
、
建
築
関
連
業
者
や
市
民
生
活
を
守
る
た
め
に
も
、
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
資
金
補
助
事
業
の
拡
充
を
求
め
る
。

　
市
民
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、
市
民
生
活
を
支
援
す
る
施
策
の
拡
充
を
求

め
て
反
対
討
論
と
す
る
。

反 

対

■令和６年度　一般会計予算に対する賛否討論
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意見書

　この病態は、脳脊髄液が何らかの原因で硬膜外腔に漏れ出す、又は脱水などで髄液が減少して
しまい、起立性頭痛、頚部痛、悪心、めまい、耳鳴り、聴覚過敏、光過敏、視機能障害、うつ、
全身の倦怠感、ふらつき、高次脳機能障害などがおこります。発症の原因としては交通事故、転
倒（しりもち）、整体、腰椎穿刺、スポーツ、遺伝疾患、脱水などで発症すると言われています。
　更に原因不明の頭痛やめまい、倦怠感を訴えている不登校の児童生徒や起立性調節障害と診断
されたが治療しても改善しない児童生徒の中には、脳脊髄液減少（漏出）症が原因の可能性があ
りますが、この病気は通常の検査では診断が出来ず、専門医が髄液漏れの診断可能な検査（放射
性同位元素検査）をして診断されるため発見が非常に難しいのが現状です。
　ですが、茨城県内には脳脊髄液減少（漏出）症の専門医が現在まで在籍した病院がありません。
そのため、県外の遠方の病院まで何時間もかけて通院せざるを得ません。ですが、脳脊髄液減少
（漏出）症の患者は起立位や座位で症状が悪化するため通院のための長時間の移動は非常に厳し
く辛いのです。
　その上、この病気の大変なところは、完治が無く長期間において症状が続き長期的ケアが必要
です。唯一漏れを止める治療のブラッドパッチ療法をしても漏れはなかなか塞がらず、複数回行
うことが一般的です。しかし、県内では保険適用で長期間にわたり病態などをきちんと観察でき
る医師が在籍する医療施設がないのが現状です。
　脳脊髄液減少（漏出）症患者は全国に数十万人いるといわれ、多くが難治性の患者です。しか
し、難治性の患者の確立した治療法もなければ、難病指定もされていません。連日昼夜問わず続
く頭痛に効果のある薬は無く、苦しんでいる患者は半数以上です。早急に難治性患者を救済する
ために、新しい治療法の研究、そして、難治性患者の難病指定を望みます。難治性患者そして患
者家族も限界です。
　こうした観点から、茨城県及び国におかれましては、脳脊髄液減少（漏出）症を十分認識され、
医療体制を改善できるように下記の措置を講じられるよう強く要請します。

記

１　茨城県内に専門医のいる拠点となる病院を一か所確保すること。

２　国の研究機関で難治性の患者の診断基準の確立を急ぎ、治療方法の開発研究をし、治療体制
を整えること。更に難治性の長期疾患患者を指定難病へ追加すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

　　　令和６年３月18日

下　妻　市　議　会
（提出先）
衆議院議長　　額賀福志郎　殿
参議院議長　　尾辻　秀久　殿
内閣総理大臣　　岸田　文雄　殿
文部科学大臣　　盛山　正仁　殿
厚生労働大臣　　武見　敬三　殿
茨城県知事　　大井川和彦　殿
茨城県保健医療部長　　森川　博司　殿

第１回定例会で議員提案された下記の意見書を可決し、関係機関宛に提出しました。

意 見 書
脳脊髄液減少（漏出）症医療改善に関する意見書
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一　般　質　問
　
１　
学
校
教
職
員
の
働
き
方
改
革
や
部

活
動
の
地
域
移
行
等
に
つ
い
て

　
２　
市
民
文
化
会
館
を
修
繕
し
て
の
存

続
に
つ
い
て

２　
安
田　
歩　
議
員

　
１　
砂
沼
戦
略
推
進
事
業
に
つ
い
て
と

砂
沼
戦
略
推
進
室
の
活
動
に
つ
い

て

　
２　
公
民
館
講
座
と
生
涯
学
習
に
つ
い

て

　
３　
学
校
統
廃
合
の
進
捗
状
況
に
つ
い

て

　
４　
子
供
た
ち
の
余
暇
の
過
ご
し
方
に

つ
い
て

３　
原
部　
司　
議
員

　
１　
地
域
防
災
計
画
の
地
震
対
策
に
つ

　
一
般
質
問
者
の
氏
名・項
目
は

次
の
と
お
り
で
す
。　
（
通
告
順
）

い
て

　
２　
下
妻
市
に
ぎ
わ
い
広
場
Ｗ
ａ
ｉ
ｗ

ａ
ｉ
ド
ー
ム
し
も
つ
ま
に
つ
い
て

４　
太
田　
富
雄　
議
員

　
１　
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い
て

　
２　
南
部
環
状
線
に
つ
い
て

　
３　
災
害
時
に
お
け
る
市
職
員
の
派
遣

体
制
に
つ
い
て

５　
平
井　
誠　
議
員

　
１　
学
校
給
食
費
の
無
料
化
を
求
め
て

　
２　
小
学
校
の
統
廃
合
に
つ
い
て

　
３　
加
齢
性
難
聴
者
の
補
聴
器
購
入
に

助
成
制
度
を
求
め
て

　
４　
市
民
の
命
、
財
産
を
守
れ
る
防
災

体
制
に
つ
い
て

６　
端　
茂
樹　
議
員

　
１　
公
の
施
設
に
つ
い
て

　
２　
公
の
施
設
一
括
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
に
つ
い

て

　
１　
消
防
団
に
つ
い
て

８　
斯
波　
元
気　
議
員

　
１　
人
口
減
少
時
代
の
政
策
に
つ
い
て

　
２　
企
業
誘
致
か
ら
子
育
て
支
援
へ
の

流
れ
に
つ
い
て

　
３　
半
谷
リ
サ
イ
ク
ル
工
場
に
つ
い
て

９　
野
村　
貴
博　
議
員

  

１　
大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
行
政
の

対
応
に
つ
い
て

10　
鈴
木　
牧　
議
員

　
１　
本
市
に
お
け
る
消
防
団
及
び
自
主

防
災
組
織
に
つ
い
て

　
２　
市
制
70
周
年
に
つ
い
て

11　
程
塚　
裕
行　
議
員

　
１　
出
生
数
を
増
や
す
た
め
の
施
策
に

つ
い
て

　
１　
市
民
文
化
会
館
の
今
後
に
つ
い
て

　
２　
下
妻
市
の
人
口
推
移
に
つ
い
て

13　
塚
越　
節　
議
員

　
１　
ヤ
ー
ド
対
策
に
つ
い
て

　
２　
足
立
区
と
の
防
災
協
定
、
今
後
の

展
開
の
あ
り
方
に
つ
い
て

令
和
六
年
第
一
回
定
例
会

　
今
定
例
会
で
は
、
13
名
の
議
員
か
ら
市
政
各
般
に
つ
い
て
の
一
般
質

問
が
展
開
さ
れ
ま
し
た
。

　
要
旨
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

一般質問の
YouTube録画配信

※インターネット映像配信サービス
　「YouTube」を利用して一般質問
　の録画配信をしております。

一
般
質
問
通
告
書

１　
岡
田　
正
美　
議
員

７　
木
村　
穂
摘　
議
員

７　
木
村　
穂
摘　
議
員

12　
小
竹　
薫　
議
員
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一　般　質　問

　
学
校
部
活
動
の
地
域
移
行

に
向
け
て
、
現
在
の
取
組
や

今
後
の
方
向
性
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て

い
る
か
。
そ
し
て
、
こ
れ
ら
の
変
革
は

教
職
員
の
働
き
方
改
革
と
も
関
連
し
、

そ
の
効
果
や
様
々
な
課
題
が
予
想
さ
れ

る
た
め
、
管
理
責
任
等
を
含
め
て
総
合

的
な
今
後
の
方
針
を
伺
う
。

　
茨
城
県
で
は
、
令
和
７
年

度
末
ま
で
に
休
日
の
部
活
動

を
地
域
移
行
す
る
方
針
で
あ
り
、
本
市

で
は
、
令
和
４
年
９
月
に
部
活
動
検
討

委
員
会
を
立
ち
上
げ
、
地
域
移
行
に
向

け
た
検
討
を
始
め
て
い
る
。
指
導
者
の

確
保
、
施
設
の
利
用
、
会
費
等
に
つ
い

て
は
課
題
と
し
て
引
き
続
き
検
討
し
て

い
く
。

　
ま
た
、
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
実
践
モ
デ

ル
事
業
と
し
て
、
令
和
６
年
１
月
に
市

立
３
中
学
校
剣
道
部
の
休
日
の
部
活
動

を
地
域
ク
ラ
ブ
と
し
て
運
営
を
始
め
て

い
る
。
指
導
者
は
市
内
の
剣
道
指
導
者

２
名
に
依
頼
し
、
現
在
32
名
の
生
徒
が

月
３
回
程
度
、
市
総
合
体
育
館
で
活
動

し
て
い
る
。
指
導
者
及
び
生
徒
は
、
け

が
な
ど
を
補
償
す
る
ス
ポ
ー
ツ
安
全
保

険
に
加
入
し
、
安
心
し
て
活
動
で
き
る

よ
う
に
し
て
い
る
。
本
事
業
を
通
し
て
、

練
習
日
程
や
場
所
の
調
整
、
謝
金
等
の

会
計
管
理
な
ど
、
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
運

営
の
仕
組
み
を
構
築
し
て
い
く
。

　
今
後
も
部
活
動
検
討
委
員
会
で
の
検

討
を
重
ね
な
が
ら
、部
活
動
改
革
を
通
し

て
、
子
供
た
ち
の
文
化
や
ス
ポ
ー
ツ
に

親
し
む
機
会
の
確
保
や
教
職
員
が
や
り

が
い
を
持
っ
て
、
安
心
し
て
働
く
こ
と

が
で
き
る
環
境
づ
く
り
に
努
め
て
い
く
。

　
公
園
の
遊
具
に
つ
い
て
、

子
育
て
世
代
か
ら
「
遊
具
が

少
な
い
、
元
々
あ
っ
た
遊
具
の
廃
止
後

に
設
置
さ
れ
る
遊
具
が
縮
小
し
て
い
る
。

大
型
遊
具
を
設
置
し
て
ほ
し
い
。」
と
の

意
見
が
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
多
賀
谷

城
跡
公
園
や
小
貝
川
ふ
れ
あ
い
公
園
に

な
る
が
、
設
置
す
る
遊
具
の
検
討
の
仕

方
、
ま
た
、
こ
う
い
っ
た
声
に
対
し
て

ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
、
見
解
を

伺
う
。

　
設
置
す
る
遊
具
の
検
討
の

仕
方
に
つ
い
て
は
、
安
全
確

保
に
配
慮
し
た
上
で
、
規
模
や
仕
様
等
、

で
き
る
限
り
撤
去
す
る
前
と
同
程
度
の

遊
具
を
設
置
で
き
る
よ
う
選
定
し
て
い

る
が
、
高
額
と
な
る
設
置
費
用
を
鑑
み
、

規
模
を
縮
小
し
て
更
新
す
る
場
合
も
あ

る
。

　
大
型
遊
具
の
設
置
に
つ
い
て
は
、
子

供
の
遊
び
場
の
充
実
が
図
ら
れ
る
こ
と

や
子
育
て
世
代
の
交
流
機
会
が
増
え
る

こ
と
が
期
待
で
き
、
公
園
の
利
用
促
進

に
つ
な
が
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
が
、

事
故
防
止
の
た
め
の
安
全
基
準
が
厳
し

く
、
特
に
大
型
遊
具
の
設
置
に
は
、
安

全
領
域
を
確
保
す
る
た
め
に
、
既
存
遊

具
や
ベ
ン
チ
等
の
工
作
物
と
一
定
の
距

離
を
離
す
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
設

置
が
困
難
で
あ
り
、
設
置
費
と
し
て
も

１
億
円
程
度
を
要
す
る
。
そ
の
た
め
、

新
た
な
大
型
遊
具
の
設
置
に
つ
い
て
は

難
し
い
と
考
え
て
い
る
が
、
今
後
、
既

存
遊
具
を
更
新
す
る
際
に
は
、
公
園
の

利
用
状
況
を
考
慮
し
な
が
ら
、
で
き
る

限
り
同
程
度
の
遊
具
を
設
置
し
、
都
市

公
園
が
子
供
た
ち
に
と
っ
て
、
安
全
で

よ
り
楽
し
い
遊
び
場
と
な
る
よ
う
努
め

て
い
く
。

安
田
　
歩 

議
員

【
一
問
一
答
方
式
】

岡
田
正
美 

議
員

【
一
括
方
式
】

学
校
教
職
員
の
働
き
方
改

革
や
部
活
動
の
地
域
移
行

等
に
つ
い
て

子
供
た
ち
の
余
暇
の
過
ご

し
方
に
つ
い
て

多賀谷城跡公園に設置されている複合遊具

部活動の地域移行にあたっては、慎重に検討を進め
ていく
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地
震
予
知
は
現
在
の
科
学

技
術
に
お
い
て
も
不
可
能
と

さ
れ
、
行
政
が
で
き
る
こ
と
は
、
日
頃

か
ら
大
地
震
発
生
を
想
定
し
災
害
に
備

え
る
こ
と
で
あ
る
。
本
市
の
地
域
防
災

計
画
の
内
容
と
、
現
時
点
で
の
物
資
の

備
蓄
に
つ
い
て
、
ま
た
、
災
害
時
の
業

務
継
続
も
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
が
、

業
務
継
続
計
画（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）は
策
定
し
て

い
る
か
伺
う
。

　
現
在
の
下
妻
市
地
域
防
災

計
画
は
令
和
４
年
３
月
に
策

定
さ
れ
、
こ
の
う
ち
地
震
災
害
対
策
計

画
で
は
、
本
市
の
防
災
環
境
等
を
踏
ま

え
、
地
震
災
害
予
防
計
画
、
地
震
災
害

応
急
対
応
計
画
、
復
旧
復
興
計
画
を
定

め
て
い
る
。

　
物
資
の
備
蓄
に
つ
い
て
は
、
備
蓄
目

標
を
設
定
し
、
飲
料
水
と
食
料
に
つ
い

て
は
想
定
避
難
者
数
の
３
日
分
を
、
毛

布
に
つ
い
て
は
想
定
避
難
者
数
分
を
備

蓄
し
て
い
る
。
ま
た
、
避
難
所
で
必
要

な
も
の
と
し
て
、
段
ボ
ー
ル
ベ
ッ
ド
や

発
電
機
、
照
明
等
を
可
能
な
限
り
備
蓄

し
て
い
る
が
、
保
管
場
所
の
不
足
に
よ

り
十
分
な
量
を
確
保
で
き
て
い
な
い
た

め
、
今
期
定
例
会
の
提
出
議
案
で
あ
る

令
和
６
年
度
下
妻
市
一
般
会
計
予
算
に
、

防
災
倉
庫
６
棟
の
設
置
工
事
費
を
計
上

し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
業
務
継
続
計
画
に
つ
い
て
は
、
令
和

２
年
３
月
に
策
定
し
、
地
域
防
災
計
画

に
定
め
る
災
害
応
急
対
策
業
務
及
び
通

常
業
務
の
う
ち
優
先
度
の
高
い
も
の
を

非
常
時
優
先
業
務
と
し
て
定
め
る
と
と

も
に
、
発
災
後
直
ち
に
着
手
す
べ
き
業

務
、
１
日
以
内
に
着
手
す
べ
き
業
務
、

遅
く
と
も
３
日
以
内
に
着
手
す
べ
き
業

務
な
ど
、
業
務
着
手
の
優
先
順
位
を
明

ら
か
に
し
て
い
る
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
は
昨
年
５
月
に
感
染
症

法
上
の
位
置
づ
け
が
５
類
感
染
症
に
移

行
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
に
つ
い

て
は
、
全
額
公
費
に
よ
る
接
種
が
令
和

６
年
３
月
末
で
終
了
し
、
４
月
以
降
は

65
歳
以
上
の
方
及
び
60
歳
か
ら
64
歳
の

方
で
対
象
に
な
る
方
に
は
自
治
体
に
よ

る
定
期
接
種
が
行
わ
れ
、
費
用
は
原
則

有
料
に
な
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。
高
齢

者
等
の
重
症
患
者
を
未
然
に
防
ぐ
に
は
、

ワ
ク
チ
ン
接
種
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、

そ
の
際
に
個
人
負
担
が
少
額
に
な
る
こ

と
が
望
ま
れ
る
。
定
期
接
種
の
予
定
時

期
と
、
費
用
の
一
部
を
市
か
ら
助
成
す

る
考
え
は
あ
る
か
伺
う
。

　
令
和
３
年
２
月
か
ら
始
ま

っ
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

ワ
ク
チ
ン
特
例
臨
時
接
種
は
令
和
６
年

３
月
末
で
終
了
と
な
り
、
令
和
６
年
４

月
か
ら
は
、
65
歳
以
上
の
方
と
、
60
歳

以
上
65
歳
未
満
で
心
臓
・
腎
臓
・
呼
吸

器
機
能
の
障
害
、
も
し
く
は
ヒ
ト
免
疫

不
全
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
免
疫
機
能
の
障

害
を
有
す
る
方
に
定
期
接
種
と
し
て
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
定
期
接
種

の
時
期
は
秋
冬
で
、
回
数
は
年
度
に
１

回
の
予
定
に
な
る
。

　
費
用
の
一
部
助
成
に
つ
い
て
は
、
現

時
点
で
は
国
か
ら
ワ
ク
チ
ン
の
金
額
等

は
示
さ
れ
て
は
い
な
い
が
、
実
施
す
る

方
向
で
検
討
し
て
い
る
。
具
体
的
な
助

成
金
額
に
つ
い
て
は
、
県
内
自
治
体
の

動
向
も
踏
ま
え
、
定
期
接
種
を
希
望
す

る
方
の
負
担
を
少
し
で
も
軽
減
し
、
感

染
予
防
・
重
症
化
予
防
に
つ
な
が
る
よ

う
、
引
き
続
き
検
討
し
て
い
く
。

原
部
　
司 

議
員

【
一
括
方
式
】

太
田
富
雄 

議
員

【
一
括
方
式
】

令和６年度から有料となるワクチン接種

新たに市内６か所に設置予定の防災倉庫

一　般　質　問

地
域
防
災
計
画
の
地
震
対

策
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
に

つ
い
て
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学
校
給
食
費
の
無
料
化
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
一

般
質
問
で
何
回
か
取
り
上
げ
、
令
和
５

年
第
４
回
定
例
会
で
も
同
様
の
質
問
を

し
、
そ
れ
に
対
し
て
全
額
公
費
負
担
す

る
こ
と
は
毎
年
約
１
億
円
以
上
の
新
た

な
財
政
負
担
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
困
難

で
あ
る
と
答
弁
が
あ
っ
た
。
最
近
の
物

価
高
騰
で
多
く
の
市
民
の
生
活
は
さ
ら

に
苦
し
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
給
食

費
無
料
化
は
、
子
育
て
支
援
や
人
口
減

少
対
策
に
も
つ
な
が
る
も
の
と
考
え
る
。

令
和
６
年
度
は
近
隣
の
筑
西
市
や
八
千

代
町
で
も
無
料
化
実
施
と
聞
い
た
が
、

本
市
で
は
実
施
で
き
な
い
か
、
ま
た
、

中
学
校
の
み
実
施
し
て
い
る
自
治
体
も

あ
る
と
聞
く
が
、
本
市
の
見
解
を
伺
う
。

　
小
中
学
校
の
給
食
費
の
無

償
化
に
つ
い
て
は
、
県
内
で

も
実
施
自
治
体
が
増
え
て
い
る
。
全
国

の
動
き
を
見
る
と
、
青
森
県
は
市
町
村

交
付
金
を
創
設
し
令
和
６
年
10
月
か
ら

給
食
費
無
償
化
を
実
施
予
定
、
東
京
都

は
令
和
６
年
度
か
ら
最
大
で
半
額
補
助

を
実
施
予
定
等
の
報
道
が
あ
っ
た
。

　
本
市
の
令
和
６
年
度
の
給
食
費
に
つ

い
て
は
、
約
１
億
４
，３
７
９
万
円
と
試

算
し
て
お
り
、
そ
の
内
訳
は
、
保
護
者

負
担
額
が
約
１
億
１
，４
０
７
円
、
公
費

負
担
額
が
約
２
，９
７
２
万
円
と
な
っ
て

い
る
。
完
全
無
償
化
を
実
施
す
る
場
合

は
、
新
た
に
１
億
１
，４
０
０
万
円
以
上

の
公
費
負
担
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、
現

時
点
で
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

中
学
校
の
み
の
実
施
の
場
合
で
あ
っ
て

も
、
４
千
万
円
以
上
の
公
費
負
担
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
困
難
で
あ
る
と

考
え
て
い
る
。

　
政
府
は
令
和
３
年
10
月
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
政

策
の
一
環
と
し
て
、
２
０
３
０
年
ま
で

に
官
庁
や
公
の
施
設
の
１
０
０
％
Ｌ
Ｅ

Ｄ
化
を
閣
議
決
定
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

自
治
体
で
も
既
存
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
が

喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
本
市
に

お
い
て
は
、
新
庁
舎
は
１
０
０
％
Ｌ
Ｅ

Ｄ
化
導
入
、
市
立
図
書
館
や
市
内
防
犯

灯
等
で
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
が
進
ん
で
い
る
と
思

わ
れ
る
が
、
現
状
と
取
組
、
本
市
の
見

解
を
伺
う
。

　
本
市
の
公
共
施
設
に
つ
い

て
は
、
令
和
５
年
度
版
公
共

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

対
象
施
設
と
し
て
い
る
１
０
８
施
設
の

う
ち
、
現
在
稼
働
し
て
い
る
施
設
で
か

つ
職
員
や
利
用
者
が
継
続
的
に
使
用
す

る
部
屋
を
持
つ
77
施
設
に
つ
い
て
、
Ｌ

Ｅ
Ｄ
化
が
完
了
し
て
い
る
も
の
が
20
施

設
、
施
設
の
一
部
が
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
さ
れ
て

い
る
も
の
が
11
施
設
、
未
実
施
の
も
の

が
46
施
設
と
な
っ
て
い
る
。

　
本
市
で
は
、
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行

の
重
要
性
に
鑑
み
、
令
和
３
年
に
下
妻

市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
宣
言
を
行
っ

て
い
る
。
既
存
施
設
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
に
つ

い
て
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

観
点
か
ら
対
策
が
必
要
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
と
は
別
に
、

水
銀
に
関
す
る
水
俣
条
約
に
お
い
て
、

２
０
２
７
年
末
ま
で
に
現
在
の
蛍
光
灯

の
製
造
と
輸
出
入
の
禁
止
が
決
定
し
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
理
由
か
ら
、
既
存
照

明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
に
つ
い
て
は
、
各
施
設

の
状
況
を
考
慮
し
な
が
ら
、
更
新
工
事

や
リ
ー
ス
等
の
方
法
を
検
討
し
、
計
画

的
に
進
め
て
い
く
。

公
の
施
設
一
括
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化

に
つ
い
て

平
井
　
誠 

議
員

【
一
括
方
式
】

端
　
茂
樹 

議
員

【
一
問
一
答
方
式
】

公共施設のＬＥＤ化について、各施設の状況を考慮
しながら検討していく

一　般　質　問

学
校
給
食
費
の
無
料
化
を

求
め
て

無償化の実施自治体が増えている学校給食
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消
防
団
は
、
地
元
に
密
着

し
た
地
域
防
災
力
の
要
と
し

て
極
め
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る

が
、
総
務
省
消
防
庁
に
よ
る
と
、
昨
年

の
入
団
者
数
は
機
能
別
団
員
等
の
増
加

に
伴
い
８
年
ぶ
り
に
増
加
し
た
が
、
団

員
数
は
２
年
連
続
で
２
万
人
以
上
減
少

し
て
い
る
と
い
う
。
団
員
数
確
保
の
た

め
に
は
若
年
層
の
入
団
が
不
可
欠
で
あ

る
と
考
え
る
が
、
本
市
の
現
状
と
取
組

に
つ
い
て
伺
う
。

　
本
市
の
消
防
団
員
数
は
、

条
例
定
数
３
９
０
名
に
対
し
、

令
和
６
年
３
月
時
点
で
３
６
６
名
、
充

足
率
は
93・85
％
で
、
こ
こ
数
年
の
団
員

数
の
推
移
と
し
て
は
、
若
干
の
減
少
傾

向
に
あ
る
。

　
将
来
に
わ
た
っ
て
体
制
を
維
持
し
て

い
く
た
め
に
は
、
消
防
団
の
活
動
を
若

者
や
被
雇
用
者
に
と
っ
て
参
加
し
や
す

い
も
の
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、
消
防
団
の
存
在
意
義
や
役
割
、
処

遇
等
を
市
民
の
皆
様
に
伝
え
て
い
く
た

め
、
広
報
の
在
り
方
も
見
直
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
令
和
５
年
度
は
、
広
報

し
も
つ
ま
へ
の
特
集
記
事
の
掲
載
や
、

各
種
イ
ベ
ン
ト
時
に
消
防
団
ブ
ー
ス
を

設
置
し
、
Ｐ
Ｒ
活
動
等
を
行
っ
た
他
、

若
年
層
に
向
け
た
広
報
手
段
と
し
て
市

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
公
式
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
を

活
用
し
た
情
報
発
信
を
行
い
、
新
団
員

の
入
団
な
ど
一
定
の
成
果
が
あ
っ
た
も

の
と
考
え
て
い
る
。
処
遇
に
つ
い
て
は
、

令
和
３
年
４
月
に
消
防
団
の
報
酬
等
の

基
準
の
策
定
等
と
い
う
通
知
が
消
防
庁

長
官
名
で
発
出
さ
れ
、
令
和
４
年
度
か

ら
報
酬
等
の
内
容
を
お
お
む
ね
こ
の
基

準
に
準
拠
さ
せ
改
善
し
て
い
る
。
ま
た
、

機
能
別
消
防
団
員
制
度
に
つ
い
て
は
、

組
織
の
再
編
を
含
め
導
入
を
検
討
し
て

い
く
。

　
先
の
市
議
会
全
員
協
議
会

に
お
い
て
、
下
妻
市
公
共
下

水
道
事
業
計
画
の
整
備
区
域
に
つ
い
て
、

全
て
を
完
了
す
る
た
め
に
は
４
０
１
億

円
の
事
業
費
と
２
０
１
年
と
い
う
年
数

が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
人
口
減
少

下
に
お
い
て
現
実
的
で
無
理
の
な
い
計

画
区
域
に
縮
小
す
る
と
い
う
報
告
が
あ

っ
た
。
そ
こ
で
、
下
妻
市
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
導
入
計
画
の
重
点
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と
し
て
、
家
畜
排
せ
つ
物
の
バ
イ

オ
ガ
ス
発
電
事
業
が
上
が
っ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
人
間
の
排
せ
つ
物
を
原
料
と

し
た
バ
イ
オ
ガ
ス
発
電
が
で
き
な
い
か
、

ま
た
、
人
間
の
排
せ
つ
物
に
よ
る
売
電

は
法
的
に
可
能
か
伺
う
。

　
下
妻
市
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
導
入
計
画
で
は
、
家
畜

排
せ
つ
物
系
の
バ
イ
オ
マ
ス
を
対
象
と

し
て
い
る
た
め
、
し
尿
や
浄
化
槽
汚
泥

に
よ
る
バ
イ
オ
ガ
ス
発
電
量
は
推
計
し

て
い
な
い
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
発
生
量
を

見
る
と
、
同
計
画
で
推
計
し
た
家
畜
排

せ
つ
物
は
年
間
約
85
万
７
千
ｔ
に
対
し
、

令
和
４
年
度
に
お
け
る
本
市
の
し
尿
及

び
浄
化
槽
汚
泥
の
処
理
実
績
は
約
１
万

４
千
㎘
で
家
畜
排
せ
つ
物
の
約
２
％
に

留
ま
る
こ
と
か
ら
、
単
純
な
賦
存
量
及

び
導
入
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
著
し
く
低
い

も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
人
間
の
排
せ
つ
物
で
あ
る
し

尿
及
び
浄
化
槽
汚
泥
は
一
般
廃
棄
物
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
、
国
内
に
お
い
て
も

下
水
処
理
の
過
程
で
発
生
し
た
下
水
汚

泥
を
バ
イ
オ
ガ
ス
に
よ
り
発
電
す
る
施

設
等
が
稼
働
し
て
い
る
事
例
が
あ
り
、

法
的
に
は
可
能
で
あ
る
と
認
識
し
て
い

る
。

木
村
穂
摘 

議
員

【
一
括
方
式
】

斯
波
元
気 

議
員

【
一
問
一
答
方
式
】

人
口
減
少
時
代
の
政
策
に

つ
い
て

一　般　質　問

バイオガスとは
微生物の力（メタン発酵）を使っ
てえさ（生ごみ（食べ残しなど）、
紙ごみ、家畜ふん尿など）から発
生するガスのことです。
ガスには「メタン」という燃えやすい気
体が含まれており、発電に利用すること
ができます。

消
防
団
に
つ
い
て

本年度に実施された下妻市消防団新入団員
基礎講座
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今
年
１
月
に
能
登
半
島
地

震
が
発
生
し
、
ま
た
、
２
月

か
ら
千
葉
県
沖
で
も
多
数
の
地
震
が
観

測
さ
れ
て
お
り
、
本
市
で
も
い
つ
大
規

模
な
地
震
に
見
舞
わ
れ
る
か
分
か
ら
な

い
状
況
で
あ
る
。
災
害
が
起
き
た
際
、

多
く
の
市
民
の
よ
り
ど
こ
ろ
に
な
る
の

は
行
政
の
力
と
考
え
る
。
本
市
が
被
災

し
た
場
合
の
初
動
対
応
と
訓
練
実
績
に

つ
い
て
伺
う
。

　
行
政
の
初
動
対
応
に
つ
い

て
は
、
大
き
な
地
震
が
発
生

し
た
場
合
、
市
職
員
は
参
集
基
準
に
基

づ
き
自
動
参
集
す
る
。
警
戒
体
制
を
取

る
震
度
５
弱
で
は
、
あ
ら
か
じ
め
指
定

さ
れ
た
部
長
及
び
防
災
関
係
課
長
等
、

非
常
体
制
を
取
る
震
度
５
強
以
上
で
は

全
職
員
が
自
動
参
集
し
、
そ
れ
ぞ
れ
警

戒
本
部
又
は
対
策
本
部
を
設
置
し
て
速

や
か
に
初
動
対
応
に
当
た
る
。

　
訓
練
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
は
、
本

年
２
月
に
市
長
以
下
職
員
約
60
名
と
防

災
関
係
機
関
等
が
参
加
し
、
災
害
対
策

本
部
設
置
図
上
訓
練
を
実
施
し
た
。
ま

た
、
昨
年
11
月
に
は
総
合
防
災
訓
練
を

実
施
し
、
市
民
参
加
型
の
災
害
対
応
訓

練
に
加
え
て
、
千
代
川
中
学
校
区
の
住

民
参
加
に
よ
る
避
難
訓
練
が
行
わ
れ
、

約
千
人
の
参
加
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の

訓
練
を
通
じ
て
市
民
の
皆
様
の
防
災
意

識
の
向
上
を
期
待
し
て
い
る
。

　
今
後
も
こ
れ
ら
の
訓
練
を
毎
年
実
施

し
、
令
和
６
年
度
は
新
た
に
水
害
対
応

の
た
め
の
避
難
訓
練
を
６
月
初
旬
に
、

小
貝
川
の
浸
水
想
定
地
域
内
の
住
民
の

方
を
対
象
に
実
施
し
た
い
と
考
え
て
い

る
。

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る

行
政
の
対
応
に
つ
い
て

　
消
防
団
詰
所
改
築
ま
た
は

建
て
直
し
に
つ
い
て
、
公
共

施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
実
施
計
画
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
に
お
い
て
、
大
規
模
改
修
時

期
が
今
後
27
年
間
で
11
カ
所
と
示
さ
れ

た
。
消
防
団
員
の
意
見
を
取
り
入
れ
た

詰
所
に
す
る
こ
と
も
消
防
団
員
の
な
り

手
不
足
の
解
消
の
一
つ
の
案
と
考
え
る
。

ま
た
、
新
た
に
詰
所
用
地
を
取
得
す
る

際
に
は
、
大
規
模
災
害
時
に
給
水
車
や

炊
き
出
し
用
ス
ペ
ー
ス
を
確
保
で
き
る

よ
う
、
で
き
る
限
り
広
い
土
地
が
必
要

と
考
え
る
が
、
見
解
を
伺
う
。

　
現
在
、
下
妻
市
消
防
団
は

７
分
団
20
部
で
編
成
さ
れ
、

各
部
の
消
防
団
詰
所
が
20
棟
あ
る
。
う

ち
２
棟
に
つ
い
て
は
新
耐
震
基
準
以
前

の
建
築
の
た
め
順
次
建
て
替
え
を
進
め

て
い
る
。
そ
の
後
は
、
建
物
の
築
年
数

や
劣
化
調
査
の
結
果
に
加
え
、
公
共
施

令和５年度に建て替えられた下妻市消防団
第４分団第３部の消防団詰所

設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
実
施
計
画
に
基
づ
き
、

消
防
団
の
組
織
再
編
に
よ
る
消
防
団
詰

所
の
集
約
化
の
可
能
性
等
を
総
合
的
に

精
査
し
計
画
的
な
建
て
替
え
を
検
討
し

て
い
く
。
候
補
地
に
つ
い
て
は
、
災
害

時
に
防
災
拠
点
と
し
て
利
用
可
能
な
場

所
を
選
定
し
適
正
な
面
積
で
考
え
て
い

く
。

　
ま
た
、
詰
所
の
建
設
に
つ
い
て
、
現

在
は
鉄
骨
造
２
階
建
て
の
構
造
を
基
本

と
し
て
整
備
を
進
め
て
い
る
が
、
昨
年

度
消
防
団
か
ら
平
家
建
て
の
要
望
が
あ

っ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
今
後
は
浸
水
想

定
区
域
外
の
更
新
に
関
し
て
は
鉄
骨
造

平
家
建
て
も
選
択
で
き
る
よ
う
に
消
防

団
分
団
長
会
議
に
お
い
て
決
定
し
て
い

る
。
今
後
も
団
員
の
方
々
の
要
望
等
に

耳
を
傾
け
な
が
ら
、
消
防
団
が
よ
り
活

動
し
や
す
い
環
境
と
な
る
よ
う
整
備
を

図
っ
て
い
く
。

災害に備えた訓練を毎年度実施していく

野
村
貴
博 

議
員

【
一
括
方
式
】

鈴
木
　
牧 

議
員

【
一
括
方
式
】

本
市
に
お
け
る
消
防
団
及
び

自
主
防
災
組
織
に
つ
い
て

一　般　質　問
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本
市
で
は
こ
こ
10
年
来
、

優
良
企
業
の
誘
致
が
目
覚
ま

し
く
、
こ
れ
ら
の
企
業
の
従
業
員
の
本

市
へ
の
定
住
、
定
着
が
人
口
増
加
へ
の

鍵
で
あ
り
、
出
生
数
の
Ⅴ
字
回
復
の
た

め
に
は
子
育
て
支
援
の
充
実
が
必
須
と

考
え
る
。
そ
こ
で
、
第
１
子
の
保
育
料

を
無
料
に
し
た
場
合
の
財
政
負
担
は
ど

の
く
ら
い
か
、
ま
た
、
市
全
体
で
コ
ス

ト
カ
ッ
ト
な
ど
を
し
て
、
子
育
て
支
援

に
充
当
す
る
考
え
は
あ
る
か
伺
う
。

　
現
在
、
保
育
料
無
償
化
制

度
に
よ
り
、
３
歳
以
上
児
の

保
育
料
は
無
料
、
３
歳
未
満
児
の
保
育

料
は
、
第
２
子
半
額
、
第
３
子
以
降
は

無
料
と
な
っ
て
い
る
。
令
和
６
年
度
よ

り
保
育
料
の
減
額
改
定
を
計
上
し
て
い

る
が
、
そ
れ
に
伴
う
市
の
負
担
額
は
、

年
間
で
２
，２
５
０
万
円
の
予
定
で
あ
る
。

第
１
子
か
ら
保
育
料
を
無
料
化
し
た
場

合
に
は
、
県
の
補
助
金
が
得
ら
れ
な
く

な
る
こ
と
も
併
せ
て
、約
１
億
１
，７
５

０
万
円
の
財
政
負
担
と
な
る
見
込
み
で

あ
り
、
ま
た
、
対
応
す
る
保
育
士
の
増

員
や
施
設
の
増
設
等
も
必
要
と
な
り
、

財
政
負
担
も
さ
ら
に
増
加
す
る
と
考
え

ら
れ
る
。

　
現
在
、
県
内
で
保
育
料
の
全
額
無
料

化
を
実
施
し
て
い
る
自
治
体
は
３
町
あ

る
が
、
い
ず
れ
も
人
口
規
模
、
児
童
数

が
少
な
い
自
治
体
で
あ
り
、
そ
れ
を
除

く
と
令
和
６
年
度
か
ら
の
本
市
の
保
育

料
上
限
額
は
県
内
で
も
５
番
目
に
抑
え

ら
れ
た
額
と
な
る
た
め
、
現
在
の
と
こ

ろ
第
１
子
か
ら
の
保
育
料
無
料
化
は
考

え
て
い
な
い
。
今
後
も
国
・
県
の
動
向
、

子
育
て
世
帯
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
な
が

ら
子
育
て
支
援
施
策
の
充
実
を
図
れ
る

よ
う
取
り
組
ん
で
い
く
。

　
本
市
で
は
、
工
業
団
地
へ

の
企
業
誘
致
に
よ
り
新
た
な

雇
用
が
創
出
さ
れ
て
い
る
。
本
市
の
人

口
を
増
や
し
て
い
く
た
め
に
も
、
こ
れ

ら
の
企
業
に
雇
用
さ
れ
本
市
に
住
ん
で

く
れ
た
人
た
ち
を
外
に
逃
が
さ
な
い
よ

う
な
、
令
和
６
年
度
施
政
方
針
に
も
あ

る
「
住
み
続
け
た
い
ま
ち
」
を
目
指
す

た
め
の
具
体
的
な
事
業
を
伺
う
。

　
住
民
が
そ
の
ま
ち
を
好
き

に
な
り
、
長
く
住
み
続
け
た

い
と
思
う
た
め
に
は
、
ま
ず
、
安
全
・

安
心
な
環
境
、
子
育
て
や
教
育
環
境
の

整
備
が
求
め
ら
れ
る
も
の
と
認
識
し
各

種
施
策
を
進
め
て
い
る
。

  
令
和
６
年
度
に
お
い
て
は
、
本
市
の

重
要
施
策
と
し
て
い
る
子
育
て
・
教
育

施
策
と
防
災
・
減
災
対
策
に
対
し
て
、

ふ
る
さ
と
納
税
で
得
た
財
源
を
有
効
に

活
用
し
取
り
組
ん
で
い
く
。
子
育
て
支

援
に
つ
い
て
は
、
保
育
料
軽
減
事
業
と

多
胎
児
、
低
出
生
体
重
児
、
早
産
児
等

発
育
発
達
相
談
事
業
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ

る
。
教
育
施
策
に
つ
い
て
は
、
市
立
保

育
園
に
外
国
人
講
師
を
派
遣
し
、
保
育

園
か
ら
中
学
校
ま
で
一
貫
し
た
英
語
教

育
の
充
実
を
図
る
他
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン

グ
教
育
に
人
型
ロ
ボ
ッ
ト
を
導
入
す
る
。

災
害
対
応
力
の
強
化
に
つ
い
て
は
、
全

て
の
基
幹
避
難
所
の
備
蓄
倉
庫
を
２
棟

に
な
る
よ
う
増
設
し
、
備
蓄
品
の
追
加

整
備
を
進
め
て
い
く
。
ま
た
、
選
ば
れ

る
ま
ち
、
住
み
続
け
た
い
ま
ち
を
目
指

す
移
住
定
住
の
促
進
に
は
本
市
の
Ｐ
Ｒ

が
重
要
で
あ
る
と
考
え
、
シ
テ
ィ
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業
と
し
て
、
様
々

な
広
報
媒
体
を
活
用
し
、
本
市
の
多
彩

な
魅
力
あ
る
地
域
資
源
等
を
広
く
市
内

外
に
発
信
し
て
い
く
。

第６次下妻市総合計画に基づき、各種施策を進
めていく

程
塚
裕
行 

議
員

【
一
括
方
式
】

小
竹
　
薫 

議
員

【
一
括
方
式
】

出
生
数
を
増
や
す
た
め
の

施
策
に
つ
い
て

一　般　質　問

子育て支援施策の充実が図れるよう取り組ん
でいく

下
妻
市
の
人
口
推
移
に
つ

い
て
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盗
難
自
動
車
の
取
引
や
解

体
が
行
わ
れ
、
よ
り
巧
妙
化

す
る
犯
罪
が
、
い
わ
ゆ
る
ヤ
ー
ド
と
呼

ば
れ
る
閉
鎖
空
間
で
進
行
し
て
い
る
こ

と
は
、
こ
こ
数
年
よ
く
耳
に
す
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。
本
年
４
月
か
ら
、
茨
城
県

再
生
資
源
の
屋
外
保
管
の
適
正
化
に
関

す
る
条
例
が
施
行
さ
れ
る
が
、
本
条
例

の
目
的
や
、
条
例
施
行
後
の
本
市
と
し

て
の
対
策
強
化
に
つ
い
て
、
見
解
を
伺

う
。

　
周
囲
を
鉄
の
壁
等
で
囲
ま

れ
た
屋
外
の
作
業
場
、
い
わ

ゆ
る
ヤ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
法
令
に
基

づ
き
適
正
に
設
置
さ
れ
た
も
の
も
含
め
、

本
市
を
含
む
近
隣
自
治
体
に
多
く
あ
る
。

こ
の
う
ち
、
鉄
ス
ク
ラ
ッ
プ
を
は
じ
め

と
す
る
再
生
資
源
物
の
屋
外
保
管
場
、

い
わ
ゆ
る
ス
ク
ラ
ッ
プ
ヤ
ー
ド
に
つ
い

て
は
、
既
存
の
法
令
に
よ
る
規
制
が
な

い
一
方
で
、
大
量
か
つ
長
期
に
わ
た
り

再
生
資
源
物
が
保
管
さ
れ
る
こ
と
も
あ

り
、
不
適
正
保
管
に
よ
る
崩
落
や
火
災

等
の
事
故
の
危
険
性
等
、
地
域
住
民
の

生
活
環
境
の
保
全
に
支
障
が
生
じ
る
場

合
が
あ
り
、
近
年
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
災
害
の
防
止
及
び
生
活
環

境
の
保
全
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、

茨
城
県
再
生
資
源
の
屋
外
保
管
の
適
正

化
に
関
す
る
条
例
が
制
定
さ
れ
、
本
年

４
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
。

  

本
条
例
に
お
い
て
は
、
県
の
責
務
と

し
て
、
市
町
村
が
講
ず
る
屋
外
保
管
に

関
す
る
措
置
に
つ
い
て
、
必
要
な
技
術

的
な
助
言
及
び
協
力
を
行
う
こ
と
が
規

定
さ
れ
て
お
り
、
今
ま
で
以
上
に
県
と

の
連
携
・
協
力
が
図
ら
れ
る
も
の
と
期

待
し
て
い
る
。

塚
越
　
節 

議
員

【
一
問
一
答
方
式
】

一般質問・議員研修会報告・行政視察来訪

行
政
視
察
来
訪

●
日
程　
２
月
７
日

●
内
容　
空
白
地
域
住
民
へ
の
移
動

　
　
　
　
支
援
に
つ
い
て

ヤ
ー
ド
対
策
に
つ
い
て

近年問題となっている鉄スクラップなどの再生資源物
の不適正な屋外保管

　
令
和
６
年
２
月
16
日
、
茨
城
県
市
議

会
議
長
会
主
催
に
よ
る
、
令
和
５
年
度

第
２
回
議
員
研
修
会
が
、
結
城
市
の
石

島
建
設
プ
ラ
ネ
ッ
ト
ホ
ー
ル
・
ゆ
う
き

図
書
館
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
下
妻
市

議
会
か
ら
は
野
村
貴
博
議
員
、
太
田
富

雄
議
員
、
浅
野
通
生
議
員
、
端
茂
樹
議

員
が
参
加
し
ま
し
た
。

　
こ
の
研
修
会
で
は
、
白
鷗
大
学
名
誉

教
授
、市
村
充
章
氏
を
講
師
と
し
て
、「
若

者
の
政
治
不
信
・
政
治
離
れ
、
主
権
者

教
育
」
と
い
う
テ
ー
マ
で
講
演
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

茨
城
県
市
議
会
議
長
会

第
２
回

議
員
研
修
会
報
告

　
大
分
県
日
田
市
議
会
総
務
環
境
委
員

会
が
行
政
視
察
の
た
め
、
本
市
を
訪
れ

ま
し
た
。

　
視
察
内
容
に
基
づ
き
、
企
画
課
よ
り
、

本
市
に
お
け
る
地
域
公
共
交
通
事
業
に

つ
い
て
説
明
後
、
活
発
な
質
疑
応
答
が

交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

　
和
歌
山
県
田
辺
市
議
会
の
議
員
４
名

が
行
政
視
察
の
た
め
、
本
市
を
訪
れ
ま

し
た
。

　
視
察
内
容
に
基
づ
き
、
学
校
教
育
課

よ
り
、
本
市
に
お
け
る
市
立
小
中
学
校

プ
ー
ル
の
共
同
利
用
に
つ
い
て
説
明
後
、

活
発
な
質
疑
応
答
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

●
日
程　
４
月
23
日

●
内
容　
市
立
小
中
学
校
プ
ー
ル
の

　
　
　
　
共
同
利
用
に
つ
い
て

●
大
分
県
日
田
市
議
会

●
和
歌
山
県
田
辺
市
議
会
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議会日誌・次回定例会予定

　市議会では皆様の傍聴をお待ちしています。
　傍聴は、市議会活動に触れる良い機会です。自
分が選んだ議員の活動や市政の方針などを知るこ
とができます。
　傍聴をご希望の方は、議会開催日に庁舎４階議
場までお越しください。
　なお、議場内での飲食・雑談等はご遠慮ください。
　次回の市議会だよりの発行は令和６年８月10日

（土）の予定です。
　議会だよりへのご意見などございましたら、下
記連絡先までお寄せください。

問合せ先
議会事務局（0296）43−2111 （内線4011・4012）

※会期日程は、都合により変更になることがあります。

次回 第２回定例会予定

　令和６年第１回定例会では、65名の方の傍聴
がありました。

議会を傍聴しませんか

　
今
号
は
主
に
、
令
和
６
年
第
１

回
定
例
会
に
つ
い
て
、
お
知
ら
せ

い
た
し
ま
し
た
。

　
昨
年
12
月
の
改
選
後
に
初
め
て

開
か
れ
た
定
例
会
で
あ
り
、
一
般

質
問
で
は
、
多
く
の
市
民
の
方
に

傍
聴
に
来
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

ま
た
、
予
算
特
別
委
員
会
で
は
、

令
和
６
年
度
の
新
規
事
業
な
ど
、

市
の
重
要
な
施
策
に
つ
い
て
慎
重

に
審
査
い
た
し
ま
し
た
。

　
こ
の
議
会
だ
よ
り
を
通
じ
て
、

議
会
活
動
や
議
員
の
質
問
内
容
な

ど
を
、
ご
理
解
い
た
だ
け
れ
ば
幸

い
で
す
。

　
さ
て
、
今
号
は
従
来
の
議
会
だ

よ
り
か
ら
、
表
紙
の
デ
ザ
イ
ン
を

一
新
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

内
容
に
つ
い
て
も
、
今
後
協
議
を

進
め
な
が
ら
、
少
し
ず
つ
で
は
あ

り
ま
す
が
、
よ
り
良
い
議
会
だ
よ

り
と
な
る
よ
う
努
め
て
ま
い
り
ま

す
の
で
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

月　日 曜日 日　　　　　　　程

６月４日 火
本　会　議
開　　　会
　（会期の決定・諸報告・議案上程、説明）

６月５日 水 本　会　議（議案質疑）
　常任委員会（総務委員会）

６月６日 木 休　　　会
　常任委員会（文教厚生委員会）

６月７日 金 休　　　会
　常任委員会（経済建設委員会）

６月10日 月 休　　　会
　予算特別委員会（補正予算）

６月12日 水 本　会　議
　一般質問

６月13日 木 本　会　議
　一般質問

６月17日 月
本　会　議
　（議案及び請願・陳情に対する委員長
　 報告、質疑・討論・採決）
閉　　　会

２
日　
茨
城
県
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
議
会
全
員
協
議

会

７
日  

行
政
視
察
来
訪
（
大
分
県

日
田
市
議
会
）

15
日　
茨
城
西
南
地
方
広
域
市
町

村
圏
事
務
組
合
議
会
定
例

会

16
日　
茨
城
県
市
議
会
議
長
会
第

２
回
議
員
研
修
会

19
日　
茨
城
県
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
議
会
定
例
会

20
日　
議
会
運
営
委
員
会

　
　
　
全
員
協
議
会

22
日　
下
妻
地
方
広
域
事
務
組
合

議
会
全
員
協
議
会
・
定
例

会

26
日　
議
会
運
営
委
員
会

29
日
～
３
月
18
日

　
　
　
第
１
回
下
妻
市
議
会
定
例

会

29
日　
本
会
議　
議
案
上
程
、
説

明

12
日　
茨
城
県
西
市
議
会
議
長
会

事
務
局
長
会
議

　
　
　
茨
城
県
市
議
会
議
長
会
事

務
局
長
会

17
日　
茨
城
県
西
市
議
会
議
長
会

第
１
回
定
例
会

19
日　
月
例
会

　
　
　
第
２
回
広
報
広
聴
委
員
会

22
日　
茨
城
県
市
議
会
議
長
会
第

１
回
定
例
会

23
日  

行
政
視
察
来
訪
（
和
歌
山

県
田
辺
市
議
会
）

25
日　
関
東
市
議
会
議
長
会
定
期

総
会

１
日　
本
会
議　
議
案
質
疑

　
　
　
総
務
委
員
会 議

会
日
誌

２
月

３
月

４
月

４
日　
文
教
厚
生
委
員
会

５
日　
経
済
建
設
委
員
会

６
日　
予
算
特
別
委
員
会

７
日　
予
算
特
別
委
員
会

８
日　
予
算
特
別
委
員
会

13
日　
本
会
議　
一
般
質
問

14
日　
本
会
議　
一
般
質
問

18
日　
本
会
議　
委
員
長
報
告
、

質
疑
、
討
論
、
採
決
、
閉

会

　
　
　
第
１
回
広
報
広
聴
委
員
会


